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資料１

第２回 「くまもとで働こう」
推進本部会議

～現在の取組み、今後の施策の方向性～

令和６年（２０２４年）１０月２５日



（1）熊本県私立学校経常費補助

・「学校魅力アップのための取組」において、地域または産業界
と連携し、以下の事例のような取組を行った学校法人へ補助を
行う。（30万円）

（事例）・地域等との交流事業の実施

・進路選択に関する講演会等の実施・参加

・インターンシップの実施

・大学や企業との連携による商品開発

・半導体関連教育の実施企業の技術

（2）熊本県私立学校教育改革推進事業
・次世代を担う人材育成の促進において、数理・データサイエン

ス・AI教育等の推進にかかる資金の補助を行う。（90万円）

・職業等の教育の推進において、多様な職業体験にかかる取組を
行った学校法人へ補助を行う。（26万円）

総務部

＜課題に対する現在の主な取組み＞

・各学校において、県内企業の企業説明会やインターンシップ、
企業から技術講師を招いた講座の開設などを積極的に行うなど、
在学中から高校生の職業観を養い、働くことへの具体的なイ
メージを持たせることで、就職後のミスマッチを防ぐようにす
る。県としては、学校と企業をつなぐためのコーディネートが
できる関係機関について情報提供を行い、有為な人材の県内定
着を推進する。

・各学校が人材育成に取り組みやすいよう、補助制度の活用につ
いて丁寧に周知を行い、積極的な活用を促進する。
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＜ 今後の取組み・施策の方向性 ＞

１.県内定着

２.人材育成

２.人材育成

１.県内定着



企画振興部

＜課題に対する現在の主な取組み＞
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＜ 今後の取組み・施策の方向性 ＞

SDGs登録推進事業
・SDGsの普及・取組推進・登録企業のPRを行い、県内企業の
魅力向上に寄与

県内高校卒業生への情報発信事業
・県内の高校卒業生を対象に、登録ユーザーの興味・関心に
基づき県内の就職情報や観光情報を配信

移住定住促進プロモーション事業
・都市圏の20代から40代を主なターゲットとした移住相談会
を開催するとともに、市町村担当者の移住希望者への対応
向上を目的とした研修会を開催

（1）熊本空港合同企業説明・見学会
・グランドハンドリングをはじめとする熊本空港内関連
企業による合同企業説明・見学会を開催（R6.9.7）

（2）バス事業者５社合同就職説明会・バス運転体験会
・事業者の垣根を越えた「合同就職説明会」及び「バス運
転体験会」を開催（第1回:R5.8 第2回:R6.3 第3回:R6.10）

路線バス運転士不足対策事業
・路線バス事業者が取り組む人材確保（大型二種免許取得
経費、広報経費）及び処遇改善（営業所の設備更新等）
に要する経費を助成

・県内の高校卒業生を対象に、熊本の企業・就職情報・観光情報
等の情報発信に加え、熊本への愛着形成を目的とした動画コン
テンツの制作・配信を行い、将来的なＵターンに繋げる取組み
を継続して実施する。

・バス・航空業界を就職先として考えている若年層は少ないため、
引き続き、行政・事業者が連携し、「バス・航空業界で働く魅
力をＰＲする機会やバス業界の業務内容を知る機会」を創出す
る取組みの検討が必要。

・多くの方に熊本で働くことを考えてもらうためには、企業の魅
力向上だけでなく、本県の魅力を発信することが重要である。
引き続き、SDGs登録推進事業を実施し、県内企業の魅力向上に
寄与するとともに、移住定住プロモーションや関係人口を創
出・拡大する取組みを推進し、熊本県全体の認知度向上を目指
す。

１.県内定着

１.県内定着

１.県内定着

４.働きやすい職場環境

４.働きやすい職場環境

５.その他

５.その他（熊本の魅力発信）

５.その他

５.その他

１.県内定着



・ナースセンターや県福祉人材・研修センターにおける無料職業
紹介等の実施(医・介)

・介護の魅力を伝える動画等の制作・配信、特設サイトの運用
(介)

・看護職員による中高生や進路指導教員への出前講座の実施(医)

・看護師・介護福祉士・保育士等の資格取得を目指す学生への
修学資金貸付(医・介・保)

・各種人材育成のための研修実施及び講師派遣(医・介・保)

・業務効率化及び現場負担軽減のためのロボット・ICT導入に係る
経費助成や研修の実施(介)

・離職防止のためのハラスメント等に係る事業所研修の実施、復
職支援のための相談体制の整備や説明会の実施、県支援員の保
育所等の巡回(医・介・保)

・働きやすい合理的な病棟づくり・省力化のための施設整備に係
る補助、補助業務や周辺業務を行う者の雇用に係る費用助成
(医・保)

健康福祉部
＜課題に対する現在の主な取組み＞

高齢者人口の増加及び生産年齢人口の減少に伴い、今後さらに医療・介護の分野における需給ギャップの拡大が見込まれることや、
国の「こども未来戦略」を踏まえた保育士の配置基準の改善や、「こども誰でも通園制度」の創設などを受けた保育ニーズの高まりを
受けて、人材確保策の推進が急務となることを踏まえ、多様な人材の参入促進や潜在的有資格者の掘り起こし、働きやすい職場環境づ
くりの支援や仕事の魅力発信に取り組む。
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＜ 今後の取組み・施策の方向性 ＞

医：医師・看護師、介：介護職員、保：保育士

１.県内定着

２.人材育成

３.生産性向上

４.働きやすい職場環境

・外国人、高齢者等の多様な人材の参入促進や、潜在的有資格
者の掘り起こしを進めるとともに、中高生等を対象とした仕
事の魅力発信や体験機会の創出等の取組みの検討が必要。

・引き続き、修学資金貸付や人材育成のための研修等を実施し、
人材確保やキャリア形成の支援等に繋げる。

・事業者への経費助成等によるロボット・ICT導入の推進を継続
するとともに、現場においてより有効に活用されるよう、導
入後の活用に向けた好事例等の収集及び啓発が必要。

・女性が働きやすい環境整備のためのキャリア形成の支援や相
談体制の充実に取り組むとともに、配慮が必要な児童や不安
を抱えた保護者への対応を心理やソーシャルワーク等の専門
職が支援する仕組みづくりを進める。

１.県内定着

２.人材育成

３.生産性向上

４.働きやすい職場環境



(1)「くまもとではたらく」若者の県内定着促進事業
・東京、大阪、福岡及び県内に「くまもと移住定住・ＵＩＪターン就職支
援センター」を設置し、県外求職者や県内企業の情報提供や相談対応等
を実施

(2)「知る」・「会う」プロジェクト事業等
・県内企業の魅力発信や企業説明会の開催等により若者の県内就職を促進、
県内中小企業に無料で専門家を派遣

(3)県南地域における企業と学校とをつなぐ工場見学ツアー
・県南地域の高校２年生を対象として、県南地域の食品製造業をはじめ、

IT・コンテンツ系等の工場を見学するバスツアーを実施

(1)半導体認知度向上事業、半導体研修受講支援事業
・半導体認知度向上動画を用いたＰＲ活動、出前授業実施
・市町村が行う半導体研修受講支援に対する支援事業補助金

(2)デジタル実装支援に係るデジタルものづくり中核人材育成事業
・デジタル機器の導入、運用等を担う中核人材の育成（産技ｾﾝﾀｰ）

第４次産業革命推進事業
・企業経営者向けＤＸ啓発のプッシュ型訪問、企業へＩｏＴ・ＡＩ専門家

チームの派遣、デジタル機器等の設備投資補助

ブライト企業認定の推進

プロフェッショナル人材戦略拠点事業
・プロフェッショナル人材戦略拠点（通称プロベース）を運営し、県内中

小企業等の「攻めの経営」や経営改善を担うプロフェッショナル人材の

獲得を支援する。

商工労働部
＜課題に対する現在の主な取組み＞

・引き続き、東京、大阪、福岡及び県内に相談窓口を設置し、求職
者と県内企業のマッチング支援などに取り組む。また、就職支援
セミナーや合同就職説明会等の開催、県外からの就職活動に係る
交通費補助など、ＵＩＪターン就職を強力に後押しする。

・奨学金返還等サポート制度とＵＩＪターン施策と一体的なPR活動
を展開することで、本県の次世代を担う人材の確保につなげる。

・国が「リスキリングによる能力向上支援」を推進しているため、
労働者のスキルアップの機会の提供が必要。

・技術短期大学校や高等技術専門校等における産業人材の育成や、
子ども達に技能職の魅力を伝える等入職促進に取り組むことが
必要。

・プッシュ型での企業訪問や資金面での支援を通じて、県内中小企

業におけるデジタル化を進めることで、生産性向上及び競争力強

化を促し、持続的な地域経済の発展を目指す。

・未就業の女性などへの就労支援と、女性を含む誰もが働きやすい
環境整備の両面から取り組むことが必要。

・プロフェッショナル人材の雇用だけでなく、雇用を伴わない「副
業・兼業」によるプロフェッショナル人材の活用も推進していく。

4

＜ 今後の取組み・施策の方向性 ＞

１.県内定着

２.人材育成

３.生産性向上

５.その他

１.県内定着

２.人材育成

３.生産性向上

５.その他

４.働きやすい職場環境

４.働きやすい職場環境



観光文化部

＜課題に対する現在の主な取組み＞

・不規則な勤務体系や、観光関連産業で働くことは大変だという
イメージから、求職者から選ばれにくい状況となっているため、
観光関連産業で働くことへの魅力向上の取組みが必要。また、
観光関連産業を学ぶ学生が他業種や県外へ流出しているため、
学校等と連携した取組みが必要。

・宿泊事業者のデジタル化・DX化は、事業者によって差が出てい
る状況。今後もセミナーなどを通じて、宿泊事業者や観光事業
者の DX活用方法に関する理解促進、DX導入、DX人材の創出・育
成の支援が必要。
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＜ 今後の取組み・施策の方向性 ＞

観光産業復興による雇用創出事業
・観光関連産業の魅力発信や、合同就職面談会、インターンシッ
プなどによる職場体験等を実施

・経営者向けに、採用・人材定着などをテーマとした観光経営塾
を実施

・経営者向けにＤＸなどをテーマとした観光経営塾やコンサル
ティングを実施

地域一体となった宿泊事業者物価高騰等対策支援事業
・新型コロナウイルス感染症や物価高騰等の影響を受ける宿泊事
業者等に対して、県内のモデル地域になるような面的ＤＸ化の
推進に資するシステムの導入等に係る経費への支援を実施

１.県内定着

１.県内定着

３.生産性向上

３.生産性向上

３.生産性向上



農林水産部

＜課題に対する現在の主な取組み＞
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＜ 今後の取組み・施策の方向性 ＞

・経営継承を個々の農家の問題ではなく産地維持の課題としてとらえ、
令和５年度から県内１１カ所を重点地域に選定し、産地内での経営資
産の把握やマッチングを行い、地域ぐるみでの継承を進めていく。
また、親元就農者等へのアンケート調査結果を分析し、担い手確保・
育成に向けた政策パッケージを検討していく。

・くまもと林業大学校を核とした林業担い手の確保・育成の強化に加え、
「半林半X」をテーマとした、異業種連携による新たな担い手の確保
に取組む。また、「魅力ある林業大学校」に向け、林業大学校県南校
の機能拡充等を検討する。

・水産業の担い手の経営安定化を図るため、漁業や養殖業（海藻、カキ
類等）への参入に必要な漁具や漁船の改修に係る費用を支援し、新た
な漁業への挑戦を促す。

・高校生への水産教室等の取組みを実施し、次世代の水産業を担う人材
の確保につなげる。

・スマート技術の生産現場への更なる普及・定着を図るため、その分野
に長けた人材の確保・育成に加え、企業と連携した先進的かつ低廉な
技術を用いた検証に取組み、スマート農林水産業を推進する。

【農】農業の担い手確保に向けた取組み
・令和３年に「くまもと農業経営継承支援センター」を設置し、後継者
がいない農業者の経営資産を新規就農者等へ経営移譲を図る

・新規就農支援センターによる就農希望者へのセミナーの開催や各種支
援制度の相談対応、研修機関の紹介など伴走型支援の実施

・農業高校と農業大学校の共同研究や、中学生向けの農業体験バスツ
アーの実施

【林】林業ＤＸ推進事業／原木しいたけ生産ＤＸ実証事業
・現場作業の効率化と生産性向上に向けた実証やデジタル人材の育成
・原木しいたけ生産現場の環境データの収集・分析による高品質な椎茸
栽培技術確立と散水自動化による生産性向上に向けた実証

【林】くまもと林業大学校人財づくり事業

・くまもと林業大学校における、現場の即戦力となる人材の育成

【林】くまもと林業大学校機能強化対策事業

・林業大学校県南校の新コース設置等による機能拡充の検討

【水】未来の漁村を支える人づくり事業
・漁業団体、関係市町、県で構成する熊本県漁業就業支援協議会による漁
業就業支援フェアへの積極的な出展

・漁業体験・マッチング・就業定着支援・就業後の研修をワンストップで実施

○ 急速な担い手の減少による労働力不足が課題となるなか、農林畜水産業を担う人材確保や経営継承の促進、スマート農林水産業・
ＤＸの導入による生産性向上に向けた取組みを実施。

○ 農林畜水産業の担い手確保・育成に向け、「担い手支援課」の新設に加え部内横断的なプロジェクトチームを立ち上げることで、
くまもとの農林畜水産業を支える担い手確保・育成の取組みを加速化させる。

２.人材育成

２.人材育成

１.県内定着

３.生産性向上

３.生産性向上

１.県内定着

１.県内定着 ２.人材育成



建設産業若手人材確保緊急対策事業
建設産業について学ぶ機会を提供するとともに、建設企業への
理解を深めてもらい、県内建設産業における雇用創出を目指す
・高校３年生等を対象とした建設企業説明会（建設企業の魅力
発見フェア）

「建設産業の力」発信事業
高校等と連携した取組み、児童や生徒への建設産業の魅力発信
など、広く県民に建設産業をＰＲする
・高校生向け建設業関係団体説明会（建設産業ガイダンス）
・高校生向け舗装実習
・工業高校オープンキャンパス支援

建設産業働き方改革・人材育成支援事業
高校生の資格取得の支援、働き方改革等に取り組む建設企業等
への支援により、建設産業への入職及び人材育成を図る
・高校生の施工管理技士資格取得や小型車両系建設機械受講の

支援
・建設企業の働き方改革や人材確保等への支援

土木部

＜課題に対する現在の主な取組み＞

・災害時に「地域の守り手」として最前線で活動する姿の情報発
信の強化等により建設産業への理解促進を図るとともに、小中
高生及び保護者を対象とした現場見学会や建設企業説明会の開
催等を通じて、若者をはじめ多様な人材の確保・育成に取り組
む。

・限られた人員と実労働時間の短縮の動きの中において、建設産

業が多様な人材から選ばれるよう、ＩＣＴ活用工事やＷＥＢ協

議等の推進による建設ＤＸへの取組みなどによる生産性向上や、

完全週休２日制の推進や業務体制見直しによる働き方改革に取

り組む。
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＜ 今後の取組み・施策の方向性 ＞

１.県内定着

１.県内定着

２.人材育成

２.人材育成

３.生産性向上

３.生産性向上

４.働きやすい職場環境

４.働きやすい職場環境

２.人材育成



１ 県立学校生徒に対する就職サポート
(1)高等学校３３校と特別支援学校（高等部）３校、計３６校の県

立学校に、就職を希望する生徒をサポートする支援員（キャリ
アサポーター等）を２３名配置

２ 地域企業と学校が一体となったキャリア教育の推進
(1)中学生の職場体験の実施
(2)熊本県情報サービス産業協会との連携協定締結
(3)地域企業と学校が一緒に人材育成を行うための仕組みづくり
（情産協、県工連、肥後銀行、市町村、その他経済団体等）

(4)県立高校が実施するインターンシップ等に必要な経費の支援
(5)インターンシップ等の受入れが可能な企業情報をデータベー
ス化し公表

(6)学校と地域企業等をつなげ、インターンシップや企業見学、
出前授業等の教育活動をサポートするコーディネーター４名を
県教委に配置

(7)熊本県情報サービス産業協会や熊本県工業連合会、熊本経済
同友会などによるキャリア教育講演会等を実施

３ 県立高校における半導体関連人材の育成
(1)アスカインデックス社、水俣市、水俣高校、３者による連携
協定締結及び学科新設を含む連携に向けた準備

(2)大学企業見学,出前講座,エンジニア派遣のためのサポート
(3)生徒先端研修,教職員研修の企画実施
(4)半導体理解促進ガイドブック「半導体って何？」の開発配付

４ 県内高校卒業生への「くまラバ」の登録促進（※地域振興課）
(1)県立学校への周知並びに登録依頼

教育庁

＜課題に対する現在の主な取組み＞

１ 「くまもとで働こうサポーター（仮称）」及び「くまもと
キャリアサポーター（仮称）」の設置【新規】
就職支援を主に担っていた現在の支援員の業務を見直し、学

校と企業等をつなぐ役割を新たに付加し、県内就職率の向上を
図るとともに、生徒と県内企業が出会い知り合う機会の創出を
促進する。

２ 地域企業と学校が一体となったキャリア教育の充実【拡充】
全ての県立高校において、地元企業のエンジニアによる授業

等を実施するなどして、生徒が地元企業を知る機会を創出し、
県内就職率の向上につなげる。

３ 半導体関連人材育成の拠点化
令和７年度４月に、全国初の「半導体情報科」を水俣高校に新

設するとともに、水俣市や企業と連携し半導体関連人材育成の拠
点化を進める。
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＜ 今後の取組み・施策の方向性 ＞

１.県内定着

１.県内定着 ２.人材育成

２.人材育成



参考資料

第２回 「くまもとで働こう」
推進本部会議

～本県における取組みの好事例～

令和６年（２０２４年）１０月２５日



SDGsに積極的な企業の増加と採用活動のプラス効果

・帝国データバンクの調査によると、「SDGsに積極的」な県内企
業の割合について、R2は25.5%だったものが、登録制度導入後のR3
は53.5%に上昇。R6には67.7%（全国トップ）となり、企業におけ
るSDGsの取組みの推進につながったものとみられる。

・同調査によると、「SDGsへの取り組みによる効果」を実感して
いる企業は、R6で71.4%にのぼり、中でも「企業イメージの向上」
が53.8%でトップであったほか、「従業員のモチベーションの向
上」が36.3%の２位、「採用活動におけるプラスの効果」が20.9%
で３位となっており、人材の確保にも好影響を与えたとみられる。

SDGsの普及推進

・国の第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」で「地方創生
ＳＤＧｓの実現などの持続可能なまちづくり」が掲げられ、ＳＤ
Ｇｓを原動力とした地方創生が求められた。

・当時の県政の基本方針である「新しいくまもと創造に向けた基
本方針」でも、ＳＤＧｓを本県が実施する様々な取組みの指針と
して位置付け。ＳＤＧｓの理念に沿った取組みを加速することに
より地方創生を推進することとしていた。

・

熊本県SDGs登録制度の導入

・SDGsに積極的に取り組む企業や団体を後押しし
県内における取組みの裾野を広げるため、R3.1
に「熊本県SDGs登録制度」を創設。

・これまで、6回登録を行い、登録した県内企業が
2,233者と、全国でもトップクラスの登録者数と
なっている。

企画課

1

取組み後の成果（効果）

取組み内容・事業・導入したこと

熊本県SDGs登録制度の導入が、県内企業のSDGsの取組みの推進につながったものとみられ、そうしたSDGsに積極的
な企業においては、「従業員のモチベーションの向上」や「採用活動におけるプラスの効果」があるとのアンケー
ト結果があり、人材の確保にも好影響を与えたものとみられる。

取組み前の課題
1.県内定着 2.人材育成

4.働きやすい職場環境

3.生産性向上

5.その他



人材確保に向けた取組みや営業所の設備更新

・令和６年度から人材確保・処遇改善への県内路線バス事業者に

対する支援を実施。

・本事業により県内路線バス事業者５社による人材確保に向けた

広報事業や営業所の設備更新等を行うこととしている。

運転士の人材不足

・直近では、運転士不足を要因とする減便の動きが拡大している。

・また、実労働時間に比べ、拘束時間が長いが、休暇施設等の整
備が十分にできていない事業者が存在。

・路線バス事業者が実施する人材確保（大型二種免許取得、広
報）や事業所等の処遇改善に要する経費に対して支援すること
とした。

人材確保・処遇改善への支援

・路線バス事業者が実施する人材確保（大型二種免許取得、広
報）や事業所等の処遇改善に要する経費に対して支援

・人材確保支援事業

（１）大型自動車二種免許取得に要する経費

充当対象経費の10/10（上限：1人当たり10万円）

（２）人材確保の広報経費に要する経費

充当対象経費の10/10（上限：1事業者当たり20万円）

・運転士処遇改善支援事業

（１）運転士の定着化を目的に実施する営業所の設備更新に

要する経費

充当対象経費の10/10（上限：1事業者当たり200万円）

交通政策課

2

取組み後の成果（効果）

取組み内容・事業・導入したこと

県内の地域公共交通は、退社人数が入社人数を上回る状況が続き、運転士不足が深刻化。このような状況により持
続可能な公共交通サービスの提供が困難な路線バス事業者に対して、人材確保・処遇改善の取組みを支援すること
としている。

取組み前の課題
1.県内定着 2.人材育成

4.働きやすい職場環境

3.生産性向上

5.その他



介護人材の増加

・令和４年度の本県の介護職員数は32,297人で、前年度（31,969
人）から増加した。（厚生労働省「介護サービス施設・事業所
調査」）

・令和５年度の本県における介護職の離職率は
11.4％で、前年度（16.9％）から低下し、
全国平均（13.1％）を下回った。
（介護労働安定センター「介護労働実態調査」）

介護人材の不足

・高齢化に伴い介護ニーズが増加する一方、生産年齢人口の減少
が加速し、令和22年（2040年）には本県の介護職員数が9,554
人不足する見通し。そのため、学生のみならず、高齢者、外国
人等多様な人材の参入を促進する必要がある。

・令和２年度以降、本県の介護職（介護職員及び訪問介護員）の
離職率は全国平均を上回っており、介護現場の負担軽減、働き
やすい職場づくりを進め、職員の定着を図る必要がある。

多様な人材の参入促進
・県福祉人材・研修センターにおいて、福祉人材の無料職業紹
介や合同面談会、職場体験、ハローワーク等関係機関と連携
した就労支援等を実施した。

・介護福祉士の資格取得のための修学資金や再就職準備金等の
貸付に係る原資の助成を行った。

・外国人介護福祉士候補者への日本語学習支援に係る経費への
助成を行った。

介護職員の定着促進
・介護施設等における介護ロボット・ICT
導入に係る経費を助成し、介護現場の
負担軽減を図った。

・ハラスメント等に関する電話相談窓口の設置や事業所研修の
実施により職場環境の改善を促進した。

介護職員の処遇改善
・介護サービス事業所にキャリアパスの導入を促すとともに、
介護職員処遇改善加算の取得を支援した。

介護の魅力発信
・介護のイメージ向上のため、介護の魅力を伝える動画や情報
等を発信するワンストップサイトの運用、現役の介護職員の
セルフリスペクトを醸成して定着に資する「KAiGO PRiDE」
プロジェクトとの協働によるプロモーションを実施した。

高齢者支援課

3

取組み後の成果（効果）

取組み内容・事業・導入したこと

高齢化に伴い介護ニーズが増加する一方、生産年齢人口の減少が加速し、令和22年（2040年）には本県の介護職
員数が9,554人不足する見通しとなる中、本県の介護職の離職率は全国平均を上回っていた。
そのため、多様な人材の参入促進、介護職員の定着促進、介護職員の処遇改善による人材確保に取り組むととも

に、介護の魅力発信によるイメージ向上を図ったところ、介護人材の増加につながった。

取組み前の課題
1.県内定着 2.人材育成

4.働きやすい職場環境

3.生産性向上

5.その他

移乗支援ロボット

ワンストップサイトの広告



・令和２年度（２０２０年度）から令和５年度（２０２３年度）

までの登録者数は累計８２７人、就職者数は累計１８０人と

なった。

（このうち、奨学金返還支援の対象者は累計１６９人であり、

赴任費用等支援の対象者は累計１１人）

・進学や就職の際に、高校生をはじめとする若者が県外へ流出す

ることにより、県内労働力が減少している。

→県外でしか学べないことやできない仕事があり、Ｕターン予

定で転出したものの、最終的にそのまま県外で就職している。

・県内若者に業界や県内企業等の魅力が伝わっていない、又は魅

力が不足している。

→県内の若者へアプローチする機会（職場体験、面談会等）が

不足している。

県内企業等と若者とのマッチング

・若者と県内企業等がそれぞれ本制度に登録する。

→専用サイトで企業情報等を若者へダイレクトに伝えること

ができる。

→若者は早い段階から県内企業等に対し高い関心を持って接

することができ、地元就職の動機をより高められる。

より幅広い人材を対象
・制度の対象を奨学金利用者に限らず、奨学金を利用していな

い若者に対しても、県内への赴任費用や研修等の費用を支援

する。

→より幅広い人材の確保に繋がる。

・支援対象の業種を限定しない。

→多分野において人材を確保する。

より確実な地元定着の促進
・大卒で最大約２４５万円と手厚い支援額とし、奨学金返還の

支援は１０年間にわたり行う。

→県内への定着に向けて長期にわたるサポートを行う。

商工政策課（１）

4

取組み後の成果（効果）

取組み内容・事業・導入したこと

若者の県内就職と定着、県内企業等の将来の中核を担う人材確保のため、県と制度に参加する県内企業等（参加企
業）が２分の１ずつを負担し、県内に就職する若者の奨学金返還や赴任費用等の支援を実施した。奨学金返還支援
額を手厚くし、長期間にわたって支援することで、若者の県内への定着に繋げる。

取組み前の課題
1.県内定着 2.人材育成

4.働きやすい職場環境

3.生産性向上

5.その他



半導体関連人材の不足

・ＴＳＭＣ進出に伴い、半導体関連の人材需要はますます増大し、
九州全体で毎年１，０００人程度の人材不足が見込まれており、
半導体関連の人材育成と確保が喫緊の課題である。

・「九州半導体人材育成等コンソーシアム」や「熊本県半導体人材育成
会議」において、産業界から小中学生の時期から半導体の魅力を
伝えることが重要との意見が多く出されている。

半導体認知度向上事業

出前授業の講師や動画の監修協力という形で、半導体人材育
成会議の構成メンバーの協力を得ながら、県内の小中学生や教

員向けに、半導体の認知度向上のための動画等を制作・周知す
るとともに、半導体に関する出前授業を実施することで、将来の
半導体人材の育成に取り組んだ。

・小中学校向け半導体認知度向上動画の制作

・教員向け学習指導用動画の制作

・半導体出前授業の実施

・半導体出前授業実施様子の撮影・事業紹介動画の制作

商工政策課（２）

5

取組み内容・事業・導入したこと

半導体人材育成会議の構成メンバーから講師を招き、小中学校へ学校訪問の形式で出前授業を実施するとともに、
半導体認知度向上動画を制作し、小中学生及び教員等へ周知することにより、若年者の半導体への理解促進に取り
組んだ。

取組み前の課題
1.県内定着 2.人材育成

4.働きやすい職場環境

3.生産性向上

5.その他

出前授業実施後アンケート結果

・半導体出前授業を受けた小中学生のうち９割以上の学生が半導体の役割を理
解できた（どちらかといえば理解できたを含む）と回答。同様に、９割以上の
学生が出前授業をまた受けてみたいと回答。

取組み後の成果（効果）

Q.半導体がどういう役割をしているか、
理解できましたか

Q.今日のような半導体関係の授業を、
また受けてみたいですか

（中学生）（小学生）（中学生）（小学生）



県内企業の採用力の向上

・令和５年度において、４０社を支援し、２２人の採用につな
がった。

・企業のアピールポイントの発見・発信、求人票の条件見直し、
その企業にあった有料求人サイトの活用など採用力の底上げがで
きた。

・ＷＥＢでの会社説明会用資料の作成、インターンシッププログ
ラムの開発などにより、今後の採用活動のツールが充実した。

県内企業の採用力不足

・「求人票を出しても応募が来ない」、「採用コストが高い」、
「自社の魅力を伝えるのが難しい」など、採用にあたって悩みを
抱えており、十分な人員を確保できていない。

・ＷＥＢでの会社説明会、インターンシップなど、変化している
現在の就職活動に対応できていない。

○伴走型支援による企業の採用力向上

・人的資源や採用経験が少ないことが原因で人手不足に悩む県
内企業に対し、無料でリクルートの専門家（人材確保コンシェ

ルジュ）を派遣し、伴走型支援を実施。

【支援プログラムの例】

①企業の魅力の掘り起こしと発信

外部の目で見た企業のアピールポイントをコンシェルジュが
見出し、効果的なアピールを支援

②ＷＥＢでの会社説明会用の資料作成を支援

就活生にとって魅力的な資料となるようアドバイスを実施

③求人票の条件見直し

現状を分析し、改善が必要な部分などについてアドバイスを
実施

④インターンシッププログラムの開発

インターンシップを受け入れる際のプログラム開発を支援

⑤有料求人サイトへの掲載

その企業にあった有料求人サイトを提案し、採用情報を掲載

労働雇用創生課
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取組み後の成果（効果）

取組み内容・事業・導入したこと

人的資源や採用経験が少ないことが原因で人手不足に悩む県内企業に対し、無料でリクルートの専門家（人材確保
コンシェルジュ）を派遣し、伴走型支援を実施。企業の採用力を向上させることで、支援した４０社で２２人の採
用につながった。また、支援した企業の今後の採用活動の円滑化にも寄与することが期待される。

取組み前の課題
1.県内定着 2.人材育成

4.働きやすい職場環境

3.生産性向上

5.その他



事例１ 設備稼働率の正確な把握

・稼働率の正確な把握が可能になるとともに、作業員による記録
作業が省かれた。

・作業員の業務の様子について分析したことで、現場のムダな工
程が明らかになり、生産性の向上に繋がった。

事例２ 生産性の向上

・ほぼ無人での連続稼働が可能となり、所要労働時間は合計約20
時間/日削減、労働生産性は10.9倍向上、生産コストは337千円/月
削減できた。ロボット導入に伴い、浮いた人員で新規事業立上げ
やサービス開発等、攻めの経営を見据えた人材の再配置が実現し
た。

事例１ 設備稼働率の把握方法

・設備稼働率の把握は、作業者による記録、又はビデオ撮影の後
確認する方法しかなく、人的負担や精度の問題が指摘されていた。

事例２ 人件費に見合わない低付加価値業務の存在

・クレジットカード利用明細用ロール紙（以下、ロール紙）の製
造工程で、手作業でロール紙を拾い上げ、箱詰・運搬する工程を
人が担っていたため、人的コストがかかっていた。

事例１ 稼働管理システムの開発・導入

・設備の稼働状況をリアルタイムで把握するため、稼働ランプ
がある設備にはフォトセンサーを、稼働ランプがない設備には

電流センサーを設置した。

・センサーで読み取ったデータをクラウドへ送付し、モニター
に設備稼働率を表示させるシステムを開発・導入した。

事例１ 作業分析用カメラの設置

・設備稼働率の把握システム導入と並行して、人の作業分析用

にカメラを設置した。

事例２ ロール紙箱詰めロボットの導入

・ロール紙をピックアップして箱に詰め、一定量毎にストック
ヤードに運搬するロボットを導入した。

産業支援課
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取組み後の成果（効果）

取組み内容・事業・導入したこと

人材不足が深刻化している県内中小企業にとって、生産性向上は喫緊の課題である。事例１は、設備稼働率の把握
を人的作業に依存する企業に対し、管理システムの開発から運用までを支援し、省力化に繋げた事例である。事例
２は、製品の製造工程にて人が担っていた部分をロボット導入により省力化し、生産性向上に繋げた事例である。

取組み前の課題 1.県内定着 2.人材育成

4.働きやすい職場環境

3.生産性向上

5.その他



ＢｔｏＢ企業の知名度向上

・就職情報交換会を通じ、学校の就職担当者が県内企業に対する
理解を深め、企業も採用活動に向けて新たな関係を構築。

・出前講座については、開催後の生徒向けアンケートの結果、
県内就職希望者が増加。

・ハタラクトについては、直近１年の閲覧数が平均約7,000件／月、
多い月で約9,000件となっており、誘致企業の知名度の向上に
一定程度寄与している。

ＢｔｏＢ企業の知名度不足

・本県に立地する製造系の企業の多くは、ＢｔｏＢのビジネスを

展開しており、知名度が不足しているため、学生が仕事内容を

知る機会が少ない。また、高校卒業後に就職する人材の中でも、

特に工業高校等を卒業した理工系の人材が多く県外に流出して

おり、県内にも就職先を選ぶ際に有力な候補となる優良な製造

系の企業があることを周知する必要がある。

１ 誘致企業等と県内高等学校・専門学校等との
就職情報交換会

・県内高校等に対し、企業の特色や、採用計画等の情報を円滑

に提供できる環境づくり、高校生等の県内就職促進等を目的
として、誘致企業等の人事担当者と県内高校等の就職担当者
との情報交換会を開催

２ 県内高校での出前講座（産業講話）

・希望する高校に出向いて、企業立地課の若手職員が講師と
なり、県内の産業や企業の紹介、県内・県外企業への就職の
メリット・デメリット比較、ブライト企業等の県の事業に
ついて講演

３ 熊本の誘致企業発掘サイト「ハタラクト」

・高校生や大学生等に向け、誘致企業等で働くことの魅力を
伝えるＷｅｂサイトを制作し、就職先の有力候補となる

企業が県内にあることを発信

企業立地課
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取組み後の成果（効果）

取組み内容・事業・導入したこと

県内高校等における卒業生の県内就職率が全国でも低く、多くの労働力が流出している状況にあることを踏まえ、
誘致企業等と県内高校等との就職情報交換会や、高校に出向いて県内の産業や企業、熊本県の魅力等を紹介する
「出前講座（産業講話）」、誘致企業の魅力をまとめたウェブサイト「ハタラクト」による情報発信等を通じて、
高校生等の県内就職促進に取り組んでいる。

取組み前の課題
1.県内定着 2.人材育成

4.働きやすい職場環境

3.生産性向上

5.その他



人手不足の解消

・合同就職面談会及び観光経営塾を実施したことで、12名の正社
員採用につながった。

・省力化につながる設備やシステム等の導入に係る経費への補助
に対し、314事業者からの申請があった。補助金活用により、人
手不足の解消につながったと考えられる。

慢性的な人手不足

・旅行需要の急速な回復に伴い、観光関連産業における深刻な人
手不足が顕著となっている。

・省力化につながるデジタル化・ＤＸ化については、事業者に
よって取り組み状況にばらつきがある。

合同就職面談会の開催

・観光関連産業等を集めた合同就職面談会を開催した。

・面談会では、事業者からの意見も取り入れ、求職者が実際の
職場をイメージしやすいよう、職場訪問・職場体験などの確
約チケットを配付した。

観光経営塾の実施

・観光関連産業経営者等を対象に、人材定着・採用やDXなどを
テーマとした「観光経営塾」を開催し、観光関連事業者の経

営力強化及び経営改善を図った。

省力化につながる設備やシステム等の導入に係る経費
への支援

・お掃除ロボット・スマートロック等の設備及び業務管理、顧
客管理、予約受付、決済、チェックイン等に係るシステム導

入に係る経費への支援を行った。

観光振興課
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取組み後の成果（効果）

取組み内容・事業・導入したこと

観光関連産業で深刻な人手不足状態が続いていたため、求職者向けに合同就職面談会、経営者向けに経営改善のた
めの観光経営塾を開催することで、正社員の雇用を創出した。また、省力化につながる設備やシステム等の導入支
援を行い、生産性向上を図った。

取組み前の課題
1.県内定着 2.人材育成

4.働きやすい職場環境

3.生産性向上

5.その他



親元就農した要因

・子が就農する前から親の経営が安定しており、稼げる農業を実
現している。

・農業への関心が高い、農業好き（幼少期から農業に携わる）

・自分と同年代の仲間の存在

今後の支援要望について

・中学生向けのバスツアー・出前講座など

・補助事業の要件緩和

⇒現状維持の農家への支援や、補助対象となる品目の拡充など

県内における農業分野の担い手不足

・本県の主な担い手となる認定農業者の数が10,000人を割ったこ
とから（R5.3末時点9,906人)、将来の本県農業の担い手を確保す
るために地域の現状及び背景等を分析することとした。

・今回特に、地域を支える担い手となりかつ農家として経営が安
定している「親元就農」を対象に農業を継いだ理由や地域性等を
ヒアリング。

調査方法・概要

①対象者は若手農業者の集まりである４Hクラブ員のうち親元就
農した者。親元就農者の経営環境、就農した理由等についてWeb

アンケートを実施。

②親元就農している農業者への現地ヒアリングも実施。移譲者
自身の経営環境や支援策の要望について聞き取り。

（③また、補完的に実家が農家のうち継承しなかった理由につ
いて、主に県職員を中心にWebアンケートを実施。）

親元就農を対象とした理由
・親元就農者が多い地域は活気がある。

・地域への貢献に対する意識の高さ

⇒各市町村においては地域の中心となる若者が少なく、親元就
農している若手農業者には地域を支えていくとの認識が高い

・引き継げる経営資産がある

⇒新たな機械購入の必要がないことで、初期費用を抑えつつ生
産量を確保できるため、経営が安定。

・就農後の定着率の高さ
⇒新規参入の就農者に比べ、離農率が低い。

担い手支援課
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取組み後の成果（効果）

取組み内容・事業・導入したこと

農業分野における主な担い手である認定農業者が減少している現状を受け、今年度当課では親元で就農した各地の
農家を訪問し、農業を継いだ理由又は継がせた理由等のヒアリングを行い、その分析に取り組むとともに担い手へ
の新たな支援施策の構築に取り組んでいるところである。

取組み前の課題
1.県内定着 2.人材育成

4.働きやすい職場環境

3.生産性向上

5.その他



椎茸の高品質化の兆し

・熊本県椎茸農協と連携し生産者に対するデジタル化推進の働き

かけを行ったことで、生産者の機運が高まっている

・これまで、椎茸発生に影響があるとされていた温度・湿度・照

度に加え、気圧の影響があることが判明し、分析を行っている

勘と経験による生産管理

・原木しいたけ生産における、温度・湿度・照度の生産環境管理

は、各生産者の勘と経験に頼っており、生産管理の基準がないこ

とから、新規参入が難しい

・しいたけ生産者の高齢化も著し

く、担い手減少が予想される中、

栽培の効率化による生産量確保が

課題

・近年の異常気象により、原木し

いたけの生産性が低下している

・菊池地域の生産者２名が県勢

３８年ぶりの林野庁長官賞受賞

といった若者の活躍の動きもある

環境センサー設置によるデータ収集と分析

・県内６か所（菊池市竜門、

菊池市旭志、南小国町、

山都町、五木村、球磨村）

に環境センサーを設置

・気象データと作業履歴、収穫

量の関連を分析するため、独

自の管理アプリを開発し、生

産者により運用

・生産者の理解を深めるための

研修会を開催

企業と連携したデータ送信に係る通信確保

・環境データをインターネット（クラウド）に送信するに当た

り、LTE（携帯回線）が届かないエリアが発生

・通信を可能とするため、ＳＯＮＹ（ソニーセミコンダクタソ

リューションズ㈱）と連携し、同社が展開するLPWA規格

「ELTRES」を活用し、データ通信を確保

・同社の協力により、県内に新たな受信局が設置され、通信エ

リア拡大を行っている（R6.7山都町に新たな通信局設置済、

R6.9現在南小国町への設置に向け調整中）

林業振興課
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取組み後の成果（効果）

取組み内容・事業・導入したこと

・天候に左右される原木しいたけ生産において、昨年度から県内６か所の生産現場に環境センサーを設置し環境
データ（温度・湿度・照度・気圧等）を収集し、データ分析による生産管理の効率化と高品質化に取り組んでいる

取組み前の課題
1.県内定着 2.人材育成

4.働きやすい職場環境

3.生産性向上

5.その他

【環境センサーを設置した生産現場】

【受賞した田中氏、石原氏】



受入体制整備による連携強化と外部からの人材確保

県職員中心の新規就業者の確保・育成体制

・協議会の設立前は、就業希望者からの相談窓口や研修の実施は、
県（水産振興課）が実施しており、新規就業者の確保・育成体
制が不足。

・また、県が主体となり、県内外からの就業希望者の受け入れが
可能な漁業者の掘り起こしや、大都市で開催される漁業就業支
援フェアに参加し、就業希望者の募集等を実施。

水産振興課

取組み後の成果（効果）

取組み内容・事業・導入したこと

漁業団体、関係市町、県で構成する熊本県漁業就業支援協議会（以下「協議会」という。）による漁業就業支援
フェアの出展等を積極的に行い、漁業体験・マッチング・就業定着支援・就業後の研修をワンストップで実施。就
業希望者が円滑に就業・定着できるような支援を行うことにより、新規就業者の確保に努めている。

取組み前の課題
1.県内定着 2.人材育成

4.働きやすい職場環境

3.生産性向上

5.その他

漁業就業支援フェアの様子 キビナゴ刺網体験漁業の様子

・関係機関が協力して新規就業者の確保・育成の取組みを推進す
ることで、連携が強化。

・県の支援事業に対する関係市町の上乗せ補助や、関係市町独自
の支援制度が開始されるなど、取組みが充実。

・平成２８年以降、就業前の研修（最長２年）に７名、就業後の
研修（最長３年）に２０名が受講し、現在も２３名が漁業に着
業（８５．２％）。

熊本県漁業就業支援協議会の設立
・平成２８年に漁業団体、関係市町、県で構成する協議会を設
立。

・関係市町や漁協と連携し、体験漁業や漁業就業支援フェアへ
の出展を実施。

・国の研修事業の受け皿として、県内外の就業希望者の受入れ
を実施。

協議会によるワンストップの支援を実施
・国の就業前や就業後の研修事業を活用し、協議会において、
新規就業者への支援事業を実施。

・事業内容を拡充しながら、現在では、漁業体験、マッチング、
漁船や漁具のリースなどの就業定着支援、独立後の技術向上
の研修をワンストップで支援。
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新規高校卒業者の県内就職者

・県内建設産業団体等と連携し、高校生等に対する人材確保の取組みを
進めた結果、県内新規高校卒業者の県内就職者数は減少傾向にある中、
建設業就職者数は横ばいから増加傾向にあり、また、建設業が占める割
合は増加してきている。

取組みの広がり

・建設業協会の支部単位で、高校生を対象とした地域の建設企業説明会
を行うなど、人材確保に向けた取組みが広がっている。

建設産業の担い手確保

・県内建設業従業者は、55 歳以上の割合が約40％と全国平均の
約36％を上回り高齢化が進行しており、29 歳以下の従業者の割
合は約10％になっている。

・県内建設業における新規高等学校卒業者の求人数は、平成26 
年（2014年）以降増加が続いており、就職者数を大幅に上回って
いるため、充足率は非常に低い水準が続いている。

県内建設企業の魅力発信

・県内建設企業への就職を促進するため、主に県内の高校３年
生を対象に、建設企業の担当者から業務内容や個々の企業の魅

力について直接話を聞く機会を設けている。

建設企業の魅力発信力の強化

・建設産業合同説明会への出展を重ね、企業側も高校生等が求
めている情報を知ることで、個々企業の魅力発信力の強化につ
ながっている。

監理課
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取組み後の成果（効果）

取組み内容・事業・導入したこと

県内建設業従業者の高齢化が進み、若い人材の入職が低迷する中、建設業関係団体や教育機関と連携して、高校生
等を対象にした県内建設企業説明会（熊本県建設企業の魅力発見フェア）を開催し、建設産業に触れる機会を創設
している。このような取組みにより、新規高校卒業者の県内就職者数は、近年は２００人程度で推移している。

取組み前の課題
1.県内定着 2.人材育成

4.働きやすい職場環境

3.生産性向上

5.その他



主体的な進路選択の向上

・県内就職率の向上（工業関係高校では設置前より19.5Ｐ増）

・「社会に開かれた教育課程」の実践及び普及に繋がっている。

・学校と地域産業界が共通の課題解決に向けて協働・連携する体

制の構築が進んでいる。

高校生の県内の産業や企業に対する認知不足

・進路決定において県外への流出傾向。

・地域の産業界や熊本で働く良さについて知る機会の創出。

・給与等の待遇や生活環境の利便性が良い都市への人材流出。

・就職後の早期離職。

・保護者の県内就職に対する理解促進。

高校生キャリアサポート事業
・高校生キャリアサポーターの配置（専門学科系高校10人・23校）

・熊本しごとコーディネーターの配置（工業科系高校10人・10校）

県立高校半導体関連人材育成事業
・企業連携コーディネーターの配置（2人）

・大学企業見学（2,387人）

・出前講座（2,088人）,エンジニア派遣（250人）

・生徒先端研修（45人）,教職員研修（35人）

・半導体理解促進ガイドブックの配布（県立高校1年生・全教職員）

マイスター・ハイスクール事業（R3～R5）
・指定校（八代工業高校）

・この成果を受けて、国指定事業の「熊本県版マイスター・ハイス

クール事業」を実施（R6～R7）

拠点校（3校：阿蘇中央高校・玉名工業高校・天草工業高校）

産学連携コーディネータの配置（1人）

キャリアプランニング推進事業
・キャリアプランニングスーパーバイザーの配置（1人）

・事業所検索データベースの運用（～R5）登録累計1760事業所

高校教育課
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取組み後の成果（効果）

取組み内容・事業・導入したこと

地域産業界と連携してキャリア教育の充実に取組むことで、県立高校に在籍する全ての高校生が、熊本県内の企業
や産業を知り、県内企業の魅力や働くことの意義を学び、自らの興味・関心や適性に沿った進路を選択する力を身
に付けさせることに取組む。「熊本には働く場所がある」という郷土の魅力を育む。

取組み前の課題
1.県内定着 2.人材育成

4.働きやすい職場環境

3.生産性向上

5.その他


